
区分

現年課税分 滞納繰越分 合 計

千円 0.9 千円 個人分 2,306,715 千円 31.2 千円 98.4 13.1 95.5 

19.1 法人分 660,172 8.9 100.5 11.9 99.7 

37.5 3,497,231 47.3 99.2 17.0 97.1 

9.6 225,633 3.1 98.2 18.1 93.8 

0.4 356,188 4.8 100.0   100.0 

1.9               - － - - -

0.9 897 0.0 100.0   100.0 

千円 7.5               - － - - -

千円 27,845,579 千円 4.1               - － - - -

25,980,850 千円 9.5 340,264 4.6 99.2 17.0 97.2 

0.0 16,191 0.2 100.0   100.0 

％ 8.4 324,073 4.4 99.2 17.0 97.1 

％ 0.0               - － - - -

千円 0.0               - － - - -

千円 100.0 7,387,100 100.0 99.1 19.6 96.8 

交際費 需用費 備品費 委託料 その他 道路橋梁 小中学校 その他 計

12 10,482 765 47,298 4,268 1,563 321 3,779 5,838 

1,210,519 0.0 15.6 1.1 70.3 6.3 26.8 5.5 64.7 100.0 

115,702

0 千円

千円

千円

◎備　　　考　（特記事項）

395 人 134,382 千円 340,208 円 円

9 3,234 359,333 

60 23,080 384,667 

110 36,505 331,864 

6 1,686 281,000 

571 195,653 342,650 103.8 ％

収  支  額

△ 34,813 千円 11,144 千円 － ％ 16 人

62,778 808,442 － ％ 19 － ％

1,892 11,061 1 － ％

28,226 538,071 10 4.6 ％

250,071 － 5 － ％

36,323 1,145,196 8 

33,327 321,939 2 

市町村番号 市  町  村  名 コード番号 類        型 令和６年度交付税種地

4 玉  野  市 3 3 2 0 4 6 Ⅱ-2 Ⅰ  －　2

人                 口
人 口 集 中　　  　
地 区 人 口

人  口  密  度 面  積 第1次 第2次 第3次 目　　　的　　　別　　　歳　　　出　　　の　　　状　　　況 市　町　村　税　収　入　の　状　況

ｋ㎡ 徴   収   率   % 

議 会 費 255,082 255,082 2,400,939 

総 務 費 5,200,427 4,005,549 366,928 

民 生 費 10,230,223 6,111,326 固 定 資 産 税 3,488,636 

衛 生 費 2,619,779 2,023,444 軽 自 動 車 税 224,945 

労 働 費 104,455 24,455 市 町 村 た ば こ 税 356,436 

農林水産業費 524,714 331,749 特別土地保有税 －

決　　算　　収　　支 指      数      等 指定団体等の状況 商 工 費 251,072 230,974 鉱 産 税 1,177 

区           分 令和６年度 令和５年度 基 準 財 政 需 要 額 13,837,808 土 木 費 2,054,713 1,587,222 旧 法 に よ る 税 －

1. 歳 入 総 額 A 28,223,209 基 準 財 政 収 入 額 6,941,044 消 防 費 1,123,467 1,047,649 法 定 外 普 通 税 －

2. 歳 出 総 額 B 27,250,368 標 準 財 政 規 模 15,706,974 教 育 費 2,599,557 2,355,518 目 的 税 －

3. 歳 入 歳 出 差 引 額 C 財 政 力 指 数 0.514 災 害 復 旧 費 3,751 3,157         入　 湯　 税 －

A　－　B 実 質 収 支 比 率 6 公 債 費 2,283,128 2,233,207         都市計画税 －

4. 翌 年 度 へ 繰 り D 経 常 収 支 比 率 94.0 一部事務組合加入 諸 支 出 金 0 0         水利地益税 －

越 す べ き 財 源 財 政 調 整 基 金 8,022,989 前年度繰上充用金 0 0         そ   の   他 －

5. 実 質 収 支 E 減 債 基 金 944,118 消防補償 合 計 27,250,368 20,209,332 合 計 6,839,061 

C　－　D 税滞納整理 物　件　費　の　状　況　（　人　口　１　人　当　た　り　・　円　） 維持補修費の状況（人口１人当たり・円）

後期高齢者医療 旅　費 役務費 計  庁  舎　

金   額 758 3,709 67,292 175 

7. 積 立 金 G 918,747 構成比 1.1 5.5 100.0 3.0 

8. 繰 上 償 還 金 H 219,374 金   額

9. 積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ 0 地 方 債 現 在 高 17,732,245 構成比

10. 実 質 単 年 度 収 支 Ｊ 債務負担行為(支出予定額) 10,995,293 金   額

     Ｆ＋G＋H－Ｉ 土 地 開 発 基 金 現 在 高 768,000 構成比

一　　　般　　　職　　　員　　　等 特　　　別　　　職　　　等 項　　　　　　　　　　　　目 当 該 団 体 類 似 団 体

一 般 職 員 市   町   村   長 7.12.1 752,000 

う ち 技 能 労 務 職 副  市  町  村  長 7.12.1 679,500 

教 育 公 務 員 教      育      長 7.12.1 598,500 

消 防 職 員 議   会   議   長 7.12.1 535,000 

臨 時 職 員 議  会  副  議  長 7.12.1 475,000 (103.8%)

合 計 議 会 議 員(17人) 7.12.1 450,000 

事 業 名
法適用の
有 ・ 無

普通会計からの繰入額 資金不足比率 職員数

上 水 道 有

下 水 道 〃 実質赤字比率

小規模排水 〃 連結実質赤字比率

国 保 無 実質公債費比率

競 輪 〃 将来負担比率

介 護 〃 ◎債務負担行為のうち主なもの

後期高齢者医療 〃 件　　　　　　　　　　　   　名 現在高（千円）

庁舎整備事業 4,884,170

廃棄物広域処理事業（中継施設整備） 2,973,009

給食センター整備運営事業（施設整備） 317,228

令和６年度（普通会計）決算状況

国
　
調

R2年 56,531 人 15,918 人 546 人
R2年
国調

645人 7,615人 15,546人 区       分 決　算　額 構成比 一 般 財 源 区          分 決  算  額 構成比 基準税額×100/75

103.58
H27年 60,736 人 17,808 人 586 人 2.7% 32.0% 65.3%

市町村
民　税

本
台
帳
　

住
民
基

R7.1.1 54,130 人 国　 調
人　 口
増減率

R2年対H27年 △6.9%
H27年
国調

722人 8,272人 16,484人

R6.1.1 54,946 人 H27年対H22年 △6.0% 2.8% 32.5% 64.7%

 辺地  離島 
 特土　農振

972,841 1,864,729

30,553 46,336

942,288 1,818,393

その他の特定目的
基金

3,147,444 千円

決 算 額 の う ち　　　　　　　
経 常 的 な も の

6．単  年  度  収  支   F △ 876,105 △ 599,113
非常勤職員公
務災害補償

当  該　　　
団体a

類  似　　　
団体b

262,016 727,108 a-b

区           分
職員数

A
給料月額　B

１ 人 当 た り　　　　　　
支給月額B/A

区        分
改定実施　　  　
年  月  日

１人当たり平均  
給料(報酬)月額

財政収支 実 質 収 支/ 歳 入 総 額 3.3 ％
・構成比については、小数点2位以下を四捨五入しているため、計数が合計と一
致しない場合があります。
・徴収率については、還付未済額を含んでいるため、100％を超える場合がありま
す。

一般財源収入

一般財源収入/人 口(06.1.1) 391,320 円

税  収  入 /人 口(06.1.1) 136,470 円

経常一般財源
比　　　　 　率

経常一般財源収入
標 準 財 政 規 模

債務負担
行 為 額

債務負担行為額
標準財政規模 70.0 ％

公債費負担
比　 　　　率

公債費充当一財
一般財源総額

10.5 ％

健全化判断比率
物 件 費

物　　件　　費
標準財政規模

23.0 ％

補助費等
補  助  費  等
標準財政規模

12.6 ％

普通建設
事 業 費

普通建設事業費
標準財政規模 13.1 ％

産
　
業
　
構
　
造
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立
金
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在
高
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